
3,565 4,301

人件費（理論値）②　（千円） 3,173 3,244 5,467

トータルコスト①＋②　（千円） 4,009 6,809 9,768

単位当たりコスト　（円） 668,167 1,134,833 1,085,333

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業に関しては、現行の業務手順及び制度にて、不都合が起きておらず、業務フ 令和２年度は、東久留米市子ども・子育て支援事業計画
ローの改善及び制度改正については特に検討する必要はないと考える。 （第１期）において設定された、幼児期の教育・保育の

提供体制の確保状況や、地域子ども・子育て支援事業支
援の取り組み状況などについて、平成３１年度の計画の
進捗状況の点検・評価を行い、会議において意見を聴取
していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
平成３１年度については、委託費（子ども・子育て会議運営・事業計画作成支援委
託）が増額となり、会議の開催回数が増えていることから人件費が増額となったこ
とからトータルコストが約４３％増となった。一方、単位当たりコストは、微減と
なっている。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110101 東久留米市子ども・子育て会議運営等事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　子ども政策担当 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法、東久留米市子ども・子育て会議条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市子ども・子育て会議
対象

事業内容 平成３１年度は、「子ども・子育て支援法」による国の基本指針を踏まえ、潜在ニーズも含めた地域での子ども

・ ・子育てにかかるニーズを把握・反映した第２期東久留米市子ども・子育て支援事業計画を策定し、委員意見を

活動手段 聴取した。

目的 市長の諮問事項等について、子育て支援事業を利用する保護者、事業者、学識経験者及び公募市民等からなる委

・ 員の議論を取りまとめ、市長へ答申すること等を目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

6 6 9

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 836 3,565 4,301

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 836



9

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 60,248 57,773 68,746
一般財源

一般財源 1,601 1,535 1,826

人件費（理論値）②　（千円） 1,803 1,843 2,518

トータルコスト①＋②　（千円） 163,691 158,300 216,299

単位当たりコスト　（円） 27,281,833 17,588,889 30,899,857

目標達成率　（％） 93 89 91

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、毎月の利用児童数に応じ、国の定めた公定価格による児童一人あたりの 平成２７年４月から始まった子ども子育て支援新制度に
単価等により、施設型給付費を支給するものであり、定例的な事務であるため、業 基づき、保護者に対する個人給付を確実に教育・保育に
務フローの改善の余地等はない。 要する費用に充てるため、施設に対して直接支給するも

のである。

保育サービスにおける待機児童解消に向けた取り組みと
ともに令和元年１０月１日からの幼児教育無償

　

化によっ
て拡大しして

令

いる。例えば、保育園

和

の2歳児クラスに預

効

2

率性 １ 達成度 ３ けてい

年

る満3歳児の場合、別

度

のこども園や幼稚園の

事

1号認
定に転園すれば

務

無償化されるという現

事

象が起きるため、
説明

業

こども園や幼稚園のニ

評

ーズは伸びる見込みで

価

ある。
令和元年１０月

表

１日からの幼児教育無

(

償化に伴い、事業費が

平

増加したため効率性が

成

下がっている。令和２

3

年度については、年度

1

当初からこの無償化の

年

影響を受けるこ
ととな

度

り、更に事業費が伸び

振

るため、効率性を向上

り

させるのは難しい。

返り)
新規/継続

事務事業名 110102 認定こども園・幼稚園運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

東久留米市認定こども園及び幼稚園施設型給付費等支弁要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 ■ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

■ その他 (施設型給付 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (新座市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

認定こども園・新制度幼稚園に入所している児童とその保護者
対象

事業内容 認定こども園・新制度幼稚園からの請求により施設型給付費を支出する。地域区分、児童年齢、各園の定員数な

・ どにより国基準の単価（公定価格）が定められており、児童数等に応じた金額を支払う。

活動手段

目的 適正な環境で教育・保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 施設型給付費を交付している認定子ども園・幼稚園数 単位 園

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

6 9 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 入所児童数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 5,100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 5,100 5,100 5,100

実績値 4,740 4,555 4,662

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 161,888 156,457 213,781

国 45,819 44,422 74,490

上記「事業費 特定財源 都 54,220 52,727 68,71



21 119,668 132,621

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 152,652 135,303 158,712
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 2,696 2,756 3,271

トータルコスト①＋②　（千円） 481,755 479,065 568,746

単位当たりコスト　（円） 25,355,526 26,614,722 28,437,300

目標達成率　（％） 94 91 99

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、毎月の利用児童数に応じ、国の定めた公定価格による児童一人あたりの 平成２７年４月から始まった子ども子育て支援新制度に
単価等により、地域型保育給付費を支給するものであり、定例的な事務であるため 基づき、保護者に対する個人給付を確実に教育・保育に
、業務フローの改善の余地等はない。 要する費用に充てるため、施設に対して直接支給するも

のである。

０歳から２歳までの施設であるので、幼児教育無償化の
影響は軽微であるが、保

　

育サービスにおける待

令

機児童解
消に向けた取

和

り組みとして令和２年

2

４月に新規園が開園

効

年

率性 ３ 達成度 ３ してお

度

り、拡大傾向であった

事

。令和３年度以降は現

務

状維
持で推移する見込

事

みである。
説明

令和元

業

年度は新園開設のため

評

の（令和２年４月１日

価

開園）整備費用があっ

表

たため、
事業費が増加

(

している。

平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110103 地域型保育事業運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

東久留米市地域型保育事業運営費支弁要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 ■ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (地域型保育給付 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (新座市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

小規模保育施設・家庭的保育施設に入所している児童とその保護者		
対象

事業内容 小規模保育施設・家庭的保育施設からの請求により地域型保育給付費を支出する。地域区分、児童年齢、各園の

・ 定員数などにより国基準の単価（公定価格）が定められており、児童数等に応じた金額を支払う。

活動手段

目的 適正な環境で教育・保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 地域型保育給付費を交付している小規模保育施設・家庭的保育施設数 単位 園

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

19 18 20

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用児童数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2,160

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 2,160 2,160 2,160

実績値 2,037 1,971 2,148

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 479,059 476,309 565,475

国 204,986 221,338 274,142

上記「事業費 特定財源 都 121,4



0 2,044 2,088

トータルコスト①＋②　（千円） 142,588 123,435 126,110

単位当たりコスト　（円） 10,968,308 10,286,250 9,700,769

目標達成率　（％） 96 112 112

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 縮小

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、毎月の利用児童数に応じ、児童一人あたりの単価等により、補助金を支 喫緊の課題である待機児童解消と多様な保育サービスの
給するものであり、定例的な事務であるため業務フローの改善余地等はない。 拡充を図るため、認証保育所の果たす役割は大きいが、

年度当初は利用者数が比較的少ない傾向にあり、保護者
に対する助成金の支給を始めるなど利用を促進している
が、認可保育園の保育料と認可外保育施設の利用料との
間に格差があることが、認可保育園利用志向の大きな要
因となっていると考えられる。子ども・子育て支援新制
度において、認証保育所は引き続き認可外施設の位置づ

効率性 ３ 達成度 ４ けとなったため、事業者としては小規模保育所や

　

認可保
育所に移行して

令

いきたいとの考えを持

和

っている。令和元
説明

2

年１０月から幼児教育

年

無償化が実施されたが

度

、認証保育
前年度と比

事

べ入所児童数、事業費

務

とも微増となっている

事

が大きな変動はない。

業

所に通う児童は減少傾

評

向にあり、今後もこの

価

傾向は続く
見込みであ

表

る。

(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110104 認証保育所等運営費補助事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市認証保育所運営費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成22年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

認証保育所在園児とその保護者
対象

事業内容 東京都認証保育所事業実施要綱に基づく認証保育所（Ａ型及びＢ型の施設）に市内の乳幼児が在籍した場合、年

・ 齢区分に応じた単価等により計算した運営費補助金を交付する。

活動手段

目的 適正な環境で保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 管内＋管外認証保育所数 単位 園

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

13 12 13

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 入所児童数 単位 人

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 1,000

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 1,000 1,000 1,000

実績値 1,047 890 895

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 140,588 121,391 124,022

国 0 0 845

上記「事業費 特定財源 都 75,384 65,443 68,201

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 65,143 55,948 54,976
一般財源

一般財源 61 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 2,00



（千円） 16,132 19,353 21,814

単位当たりコスト　（円） 1,008,250 1,018,579 1,211,889

目標達成率　（％） 102 89 108

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
各園に事業委託をし、事業実績に基づき年度末に委託料を支払う。延長保育事業に 保護者の就労形態の多様化や通勤時間の増加等の保育ニ
ついては、現在のところ業務フローの改善余地等はないが、今後とも効率的・効果 ーズに対応するため、延長保育事業は必要な事業である
的な事業執行の余地を探っていく。 。今後とも、利用者ニーズを捉えながらサービスの維持

・向上に取り組んでいく。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
事業費が増加しており効率性が落ちている。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110105 延長保育事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

保育園に入所している児童とその保護者		
対象

事業内容 私立保育所及び小規模保育所で延長保育を実施している。		

・

活動手段

目的 保育園終了後に別の保育施設に子どもを預ける二重保育を必要としなくなる。		

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 延長保育を実施した保育園数 単位 園

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

16 19 18

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 延長保育を利用した児童数（私立・小規模） 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 6,500

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 6,000 6,500 6,500

実績値 6,132 5,778 7,028

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 14,832 18,024 20,316

国 4,944 6,008 6,772

上記「事業費 特定財源 都 4,944 6,008 6,772

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 4,944 6,008 6,772
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,300 1,329 1,498

トータルコスト①＋②　



,461 688,153 697,558

（実績額）」に その他 250,669 300,802 286,764

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,398,642 1,483,793 1,464,470
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 8,183 8,366 7,723

トータルコスト①＋②　（千円） 2,811,147 3,368,621 3,109,938

単位当たりコスト　（円） 58,565,563 71,672,787 74,046,143

目標達成率　（％） 97 107 111

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、毎月の利用児童数に応じ、国の定めた公定価格による児童一人あたりの 平成27年4月から始まった子ども子育て支援新制度に基
単価等により、保育運営費を支給するものである。現在のところ業務フローの改善 づき、保護者に対する個人給付を確実に保育に要する費
余地等はないが、今後とも効率的・効果的な事業執行の余地を探っていく。 用に充てるため、施設に対して直接
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新規/継続

事務事業名 110106 私立保育園運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

東久留米市保育所運営費支弁要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

保育園に入所している児童とその保護者
対象

事業内容 保育園からの請求により保育運営費を支出する。地域区分、児童年齢、各園の定員数などにより国基準の単価（

・ 公定価格）が定められており、児童数等に応じた金額を支払う。それ以外には、都が定めた各種保育サービスに

活動手段 対する加算、補助がある。

目的 適正な環境で教育・保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 保育運営費を交付している保育園数 単位 園

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

48 47 42

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 管外受託を除いた入所児童数＋管外委託児童数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 19,000

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 17,000 17,000 18,000

実績値 16,528 18,136 20,002

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,802,964 3,360,255 3,102,215

国 580,192 887,507 653,423

上記「事業費 特定財源 都 573



96 765,975

トータルコスト①＋②　（千円） 1,181,032 1,075,047 1,026,406

単位当たりコスト　（円） 4,030,826 3,669,102 3,539,331

目標達成率　（％） 99 98 102

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 その他

説明 総合評価（課題・方向性）
公立保育園の運営に必要な事務経費であり、現在のところ業務フローの改善余地等 次世代育成支援行動計画(後期)、民営化実施計画（再改
はないが、今後とも効率的・効果的な事務執行に努めていく。 定版）(再々改定版)に基づき公立保育園の民営化を進め

てきたところであり、平成28年3月からは保育サービス
の施設整備・運営及び提供体制に関する実施計画に基づ
き公立保育園の民間化も進めてきている。さいわい保育
園の民営化については、運営法人が決定され、平成29年
4月から開所された。しんかわ保育園の民間化について
も、平成31年4月に0歳児、令和2年4月に1歳児、令和3年

効率性 ３ 達成度 ３ 4月に2歳児というように段階的に募集を
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事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110107 公立保育園運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 児童福祉法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 ■ 対象 平成22年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公立保育園入所園児
対象

事業内容 保育園で園児を保育する。毎月、園児の健康管理のため身体測定や0歳児健診を実施するとともに、誕生会や運

・ 動会、遠足など季節ごとに様々な行事を実施している。

活動手段

目的 適正な環境で保育される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 保育園開所日数 単位 日

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

293 293 290

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 延べ入所児童数 単位 人

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 6,000

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 6,600 6,300 6,200

実績値 6,634 6,405 6,087

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 387,625 279,251 260,431

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 75,263 69,084 82,480

（実績額）」に その他 131,296 125,208 94,812

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 181,066 84,959 83,139

人件費（理論値）②　（千円） 793,407 795,7



858,802 857,007

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、共通献立を元に各園の栄養士が作成した献立に基づき、調理員が調理し 公立保育園給食調理業務の民間委託は、みなみ保育園、
た昼食及びおやつを提供するものであるが、従前から効率的な事業実施に努めてお はちまん保育園の２園において平成１７年度中に開始し
り、業務フロー等の改善の余地はないが、今後とも効率的・効果的な事業執行に努 ている。（みなみ保育園は２５年度末をもって閉園して
めていく。 いる）現在は、はちまん保育園及びまえさわ保育園で給

食委託を行っているところであるが、今後の公立保育園
給食事業は、市立保育園の民間化を計画的に進める中で
、その進捗状況を踏まえ検討していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
事業費に大きな変動がなく、給食を提供できないような非常事態も起きなかったた
め、効率性、達成度ともに「３」である。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110108 公立保育園給食事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 児童福祉法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成22年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公立保育園児
対象

事業内容 園児に対して、栄養士が作成した献立に基づき、調理員が調理した昼食及びおやつを提供する。

・

活動手段

目的 正しい食習慣や食事態度を身につける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 給食実施日数 単位 日

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

293 293 290

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 提供が必要な園児に対して、給食を提供できた割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 87,273 86,796 85,727

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 87,273 86,796 85,727

人件費（理論値）②　（千円） 161,225 164,833 162,805

トータルコスト①＋②　（千円） 248,498 251,629 248,532

単位当たりコスト　（円） 848,116



（円） 273,191 266,669 383,508

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
各園から工事、修繕依頼書を提出してもらい、現状を確認のうえ対応方法を決めて 施設、設備ともに経年による消耗が激しい。空調機やガ
実施している。 ス機器の故障は、保育活動に影響を及ぼすため即座に対

応する必要があるが、家庭用とは異なり調達に時間も費
用も要する。
今後、ますます改修や修繕が必要な案件が増加していく
ことが予想される中、保育に直接影響が出る設備に関し
ては計画的な更新が重要である。

効率性 １ 達成度 ３

説明
施設の維持管理業務であり、小中規模の修繕は従来どおり実施していくが、大規模
修繕については公共施設マネジメントにある東久留米市施設保全計画に即して実施
していく。
平成31年度においては臨時的工事（CB壁改修工事等）の実施に伴い例年に比べて事
業費が増加となった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110109 公立保育園施設管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 子育て支援課　保育・幼稚園係 所管課長名 関　知紀

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 児童福祉法、東久留米市立保育園条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公立保育園
対象

事業内容 園庭整備・内外壁・床・給排水・各種設備等の改修・補修工事を実施する。

・

活動手段

目的 園児の保育の実施に際して、安心・快適なものとなる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 各種設備の改修・修繕・工事実施件数 単位 件

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

141 127 118

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 各園から申請のあった修繕・改修対応率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 37,687 33,016 44,356

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 2,313 1,832 1,268

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 35,374 31,184 43,088

人件費（理論値）②　（千円） 833 851 898

トータルコスト①＋②　（千円） 38,520 33,867 45,254

単位当たりコスト　



・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 309,623 329,534 330,412

国 31,124 31,716 33,095

上記「事業費 特定財源 都 31,124 31,716 33,095

（実績額）」に その他 71,363 73,924 75,631

係る財源 特定財源に伴う一般財源 176,012 192,178 160,927
一般財源

一般財源 0 0 27,664

人件費（理論値）②　（千円） 15,863 17,569 18,127

トータルコスト①＋②　（千円） 325,486 347,103 348,539

単位当たりコスト　（円） 258,322 271,174 252,931

目標達成率　（％） 92 96 90

評価

業務フローに改善の余地がある ■ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
入所申請児童件数の増加に伴い、事務量は増大している。また、新型コロナウイル 学童保育所の待機児童について、小学校の特別教室の借
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事務事業名 110110 学童保育所管理運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 01 保育サービスの充実

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法、児童福祉法、学童保育所設置条例、学童保育所設置条例施行規則

東久留米市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 ■ 対象 平成28年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

放課後、保護者の就労等により家庭で適切な保育（監護）が受けられない児童を、嘱託員や臨時職員が育成支援
対象

する。

事業内容 学童保育所入所申請書に基づき、入所決定等の手続きを行う。学童保育所の入所に至った場合、放課後、保護者

・ の就労等により家庭で適切な保育（監護）が受けられない児童に適切で安全な環境を与える。また、学童児童が

活動手段 安全に施設を利用できるよう、施設の保守点検・修繕・増改築を行う。

目的 放課後、児童に適切に安全な環境を与えることにより、就労している保護者の子育て支援に繋がる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 入所申請者数 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1,260 1,280 1,378

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 入所率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 92 96 90

事業費


